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１　事務事業執行概要
　

全グループ
１　予算編成　

府財政は、新型コロナウイルス感染症が経済に与える影響による企業業績の悪化などにより、府税収入が大幅に減少する見込みであることに加え、義務的に負担する社会保障関係経費が増え続けており、今後も増大する見込みであるなど、一層厳しい状況にある。
このため、引き続き財政規律を堅持しつつ、「府政運営の基本方針2021」を踏まえ、新型コロナウイルス感染症から府民の命とくらしを守りつつ、「世界の中で躍動し、成長し続ける大阪」の実現に向け、府民の安全・安心を確保し、大阪の成長を促すための施策に限られた財源を重点的に配分した。

地方自治法第２１１条

２　予算配当
歳出予算について、科目及び金額を定めて、部局長等に対し、定期又は臨時に配当を行った。

大阪府財務規則第１２条

３　予備費充当
予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、部局長等からの要求により、額を決定のうえ部局長等に通知した。

大阪府財務規則第１７条

（別表　１　予備費充当額調　１３頁）

総務グループ
１　府議会に関する事務
(1)　令和２年４月臨時会

会　　期　　　４月２４日～４月２７日

提出議案の議決状況

	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　予　算　案

令和２年度大阪府一般会計補正予算（第４号）の件
２　条　例　案
大阪府新型コロナウイルス助け合い基金条例制定の件ほか１件
３　報告
(1) 専決処分の報告

令和元年度大阪府一般会計補正予算（第６号）の専決処分の件ほか
４件
	原案どおり可決

原案どおり可決

承　　　　　認


(2)　令和２年５月定例会

会　　期　　　５月２２日～５月２６日

提出議案の議決状況

	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　予　算　案

令和２年度大阪府一般会計補正予算（第５号）の件ほか３件
２　事件議決案
工事請負契約締結の件（道路改良事業）ほか８件

３　条　例　案
大阪府青少年健全育成条例等一部改正の件ほか６件
４　人事案件
大阪府人事委員会委員の選任について同意を求める件

５　報告
(1) 専決処分の報告

府営住宅明渡請求に関する訴えの提起の専決処分の件ほか１件

(2) 予算繰越しの報告

令和元年度大阪府流域下水道事業会計予算繰越計算書報告の件
	原案どおり可決

原案どおり可決

原案どおり可決
同　　　　　意

議　決　不　要

議　決　不　要




(3)　令和２年８月臨時会

会　　期　　　８月１８日～８月２８日

提出議案の議決状況

	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　事件議決案
特別区設置協定書について承認を求める件

２　予　算　案

令和２年度大阪府一般会計補正予算（第８号）の件
３　報告
(1) 専決処分の報告

ア　令和２年度大阪府一般会計補正予算（第７号）の専決処分の件ほか１件
イ　府営住宅明渡請求に関する訴えの提起及び和解の専決処分の件ほか４件

(2) 予算繰越しの報告

令和元年度大阪府一般会計予算繰越明許費繰越計算書報告の件ほか
４件
	承　　　　　認

原案どおり可決

承　　　　　認
議　決　不　要

議　決　不　要




(4)　令和２年９月定例会

会　　期　　　９月１８日～１２月２１日

提出議案の議決状況
	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　予　算　案
令和２年度大阪府一般会計補正予算（第１０号）の件ほか３件

２　事件議決案
工事請負契約締結の件（旧大阪府立成人病センター病院棟他第１期撤去工事）ほか２０件
３　条　例　案
府吏員退隠料等の基礎となるべき在職期間と恩給並びに他の地方公共団体の退職年金及び退職一時金の基礎となるべき在職期間との通算に関する条例一部改正の件ほか３３件
４　人事案件
　　大阪府教育委員会委員の任命について同意を求める件ほか２件
５　報告
(1) 専決処分の報告

ア　令和２年度大阪府一般会計補正予算（第９号）の専決処分の件
イ　府営住宅明渡請求に関する訴えの提起及び和解の専決処分の件ほか７件

(2) 一般会計・特別会計・企業会計決算の報告

令和元年度大阪府一般会計決算報告の件ほか１８件

(3) 基金運用状況の報告

令和元年度用品調達基金運用状況報告の件ほか１件

(4) 財政健全化指標の報告

令和元年度決算に基づく健全化判断比率報告の件ほか１件

(5) その他
地方自治法第２２１条第３項の法人の経営状況報告の件ほか１０件
６　諮問
　退職手当に関する処分についての審査請求の件
	原案どおり可決

原案どおり可決

原案どおり可決

同　　　　　意
承　　　　　認
議決不要
認　　　　　定

議決不要
議決不要
議　決　不　要
知事裁決案は適当と答申


(5)　 令和３年２月定例会

会　　期　　　２月２５日～３月２４日

提出議案の議決状況
	区　　　　　　　　　　　分
	議決の状況

	１　予　算　案
(1) 令和３年度大阪府一般会計予算の件ほか１９件

(2) 令和２年度大阪府一般会計補正予算（第１６号）の件ほか１９件

２　事件議決案
修徳学院環境改善事業の施行に伴う負担金徴収の件ほか３８件
３　条例案
大阪府及び大阪市における一体的な行政運営の推進に関する条例制定の件ほか３７件

４　人事案件
　　大阪海区漁業調整委員会委員の任命について同意を求める件ほか１件
５　報告
(1) 専決処分の報告

ア　令和２年度大阪府一般会計補正予算（第１４号）の専決処分の件ほか２件
イ　府営住宅明渡請求に関する訴えの提起、和解及び調停の専決処分の件ほか７件

　(2) その他
債権放棄報告の件（大阪府交通事故被災世帯生活つなぎ資金貸付金に関する債権）ほか４件
	原案どおり可決

原案どおり可決

原案どおり可決

原案どおり可決

同　　　　　意
承　　　　　認
議　決　不　要

議　決　不　要


２　宝くじ発行に関する事務

全国都道府県・指定都市の共同発売による全国自治宝くじ並びに近畿６府県４指定都市の

共同発売による近畿宝くじの発売及び収益金等の収入
　　地方財政法第３２条

　　当せん金付証票法

財政企画グループ
１　府財政の健全化に関する事務

「大阪府財政運営基本条例」及び毎年度の「大阪府行政経営の取組み」に基づく取組みの推進を図るため、関係室課等との連絡調整を行った。
　　　
２　公共施設等整備基金に関する事務
基金の積立て及び処分に関すること
地方自治法第２４１条
大阪府基金条例　

（別表２　公共施設等整備基金の状況　１４頁）
３　財政調整基金に関する事務

基金の積立て及び処分に関すること
地方自治法第２４１条

大阪府基金条例

（別表３　財政調整基金の状況　１６頁）

交付税グループ
１　地方交付税及び地方特例交付金関係事務
(1)　地方交付税（震災復興特別交付税を含む。）及び地方特例交付金の算定に用いる資料の

作成及び提出

普通交付税・地方特例交付金
令和２年４月～２年７月

（別表４　地方交付税及び地方特例交付金について　１８頁）

特別交付税
令和２年６月～３年３月
(2)  地方交付税制度の改善に関する要望書等の作成事務
「地方交付税法第１７条の４に基づく意見の申出」を作成し、総務大臣へ提出

（令和２年９月）
財務調査グループ　
１　大阪府財政事情の公表事務
大阪府の歳入歳出予算の執行状況、府民の負担の状況並びに財産、府債及び一時借入金の現在高、公営企業の業務の状況その他財政状況に関する事項を公表

第１回
令和２年６月３０日
第２回

令和２年１２月２８日

地方自治法第２４３条の３

地方公営企業法第４０条の２

大阪府財政運営基本条例第２２条

２　普通会計及び企業会計財政状況等の報告事務

普通会計及び企業会計の予算、決算、資産、公共施設の状況等を総務省に報告

総務省への報告義務
地方自治法第２５２条の１７の５第１項

３　健全化判断比率及び資金不足比率の報告事務

令和元年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率を議会に報告し、公表

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項

４　全会計財務諸表及び連結財務諸表の公表事務

令和元年度決算に基づく全会計財務諸表及び連結財務諸表を作成し、公表

大阪府財政運営基本条例第２５条第５項及び同条第６項

公債管理グループ
１　府債に関する事務

財政融資資金、地方公共団体金融機構資金や銀行等引受債、市場公募債等の府債に関すること（起債及び償還を除く）
地方自治法第２３０条
大阪府公債条例

大阪府財政運営基本条例

２　公債管理特別会計の総括事務

公債管理特別会計の予算に関すること
　 大阪府特別会計条例
（別表５　公債管理特別会計執行額調書　２０頁）
３　減債基金に関する事務

基金の積立て及び処分に関すること
　 地方自治法第２４１条
　 地方財政法第４条の３、４
　 大阪府基金条例

　 大阪府財政運営基本条例
（別表６　減債基金の状況　２２頁）
公債企画グループ
１　府債に関する事務
予算に定められた限度額の範囲内における財政融資資金、地方公共団体金融機構資金の借入れ及び銀行等引受債、市場公募債の発行並びに償還計画に基づく元利金の支払いに関すること

地方自治法第２３０条

大阪府公債条例

大阪府財政運営基本条例
２　資金計画及び運用に関する事務

歳計現金、歳入歳出外現金及び基金に属する現金にかかる資金計画の作成及び運用に関すること

地方自治法第２３５条の４及び第２４１条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	区分
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	運用収益
	137,844
	201,218
	207,664


３　一時借入金に関する事務

予算に定められた限度額の範囲内における一時借入金の借入れ及び償還に関すること

地方自治法第２３５条の３
（別表７　一般会計資金表　２４頁）
４　指定金融機関等に関する事務

指定金融機関、指定代理金融機関及び収納代理金融機関の指定並びに契約に関すること

地方自治法第２３５条第１項
（別表８　指定金融機関等の状況　２６頁）

事務事業シフトプロジェクトチーム
１　事務事業シフトに関する事務

新型コロナ対策に集中的・重点的に取組みを進めるため、令和２年度当初で編成した事務事業や組織・人員体制について、緊急避難的に見直し（事務事業シフト）を行い、「令和２年度事務事業の見直しについて（案）」として取りまとめ、２年９月に公表した。
事務事業実績









